（様式１）

年　月　日

愛知県知事 殿
住　　　　所　　　　
申込法人(団体)名　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
令和８年度中小企業脱炭素経営強化促進事業　企画提案参加申込書
申込法人（団体）の概要

	法人（団体）
の　名　称
	
	法人格の有無
	有　・　無

	設立年月日
	　　　　　年　　　月　　　日
	従業員(構成員)数
	　　　　人

	所　在　地

（連 絡 先）
	担当者氏名
	

	
	担当部署
	

	
	住所
	〒



	
	電話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	

	主な事業内容
	


なお、参加資格の要件を満たしていること及び提出書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
（様式２）

業務実績
	関連業務の取組実績（過去５年間分）

	業務名
	事業概要・成果
	発注機関

（受託事業の場合）
	契約期間
	事業規模

（金額等）

	
	
	
	
	


（備考）
・過去５年間の、ＳＢＴ認定取得支援や省エネ診断、排出削減計画策定支援、脱炭素経営コンサルティング支援、脱炭素に係る情報発信やセミナー開催及び類似業務の業務実績を記載すること。
・実績が複数ある場合は、欄やページを適宜追加すること。国や地方公共団体が発注した業務実績を優先的に記載することとする。
・正本には実績に記載した内容が確認できる書類（契約書の写し等）を添付すること。
（様式３）

業務実施体制
	
	予定者名
	所属・役職
	主な業務経歴
	保有資格
（取得年）

	管理技術者
	
	
	
	

	担当技術者
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（備考）
・担当技術者が複数の場合は担当する分野も記入し、主たる担当技術者の氏名に◎を付す。
・必要に応じて欄やページを追加すること。
・保有資格欄には、取得している資格名（エネルギー管理士、技術士等）及び（　）内書きで取得年等を記入すること。
・業務経歴欄には、過去５年程度の類似業務の実績を記載すること。
（様式４）

事業実施計画
１　本事業実施にあたっての基本的な考え方及びスケジュール
	※　本事業を実施するに当たって、何が重要であり、ポイントは何であると考えるか、貴社(貴団体)の考え方を記載してください。また、全体事業計画、スケジュール、円滑に実施するための工夫を記載してください（支援を行う５社は６月頃から募集開始と想定）。



２　ＳＢＴ認定基準に合致した排出量削減目標等の設定支援
	※　中小企業５社に対して、ＳＢＴ認定基準に合致した排出量削減目標等の設定支援をどのように行うかを具体的に記載してください。また、事業者が実際にＳＢＴの認定申請を行う場合のサポート内容や英語での申請への対応体制についても記載してください。



３　排出削減計画・ロードマップ作成支援
	※　中小企業５社に対して、ＳＢＴ目標の達成に向け、どのように省エネ診断を実施した上で、現状把握した上で削減対策を抽出し、中長期の排出削減計画策定や脱炭素経営ロードマップの作成等を支援していくか、具体的に記載してください。実際の取組につなげるための、効果的な省エネ診断の手法、排出削減計画や脱炭素経営ロードマップの内容、支援の進め方や工夫について、具体的に記載してください。



４　関連サプライチェーン、業界団体等への展開
	※　中小企業５社への支援事例ごとに作成する事例紹介コンテンツについて、どのような内容のコンテンツを作成するか記載してください。また、中小企業と共同申請したサプライチェーンや業界団体等に対し、作成したコンテンツを活用してどのように効果的、効率的な事例展開につなげていくか、想定及び工夫を記載してください。



５　成果発信会の開催
	※　２～４の成果を踏まえて開催する成果発信会について、開催内容、時期、規模、会場や方式等について具体的に記載してください。本業務の成果を踏まえ、中小企業や各種サプライチェーン、業界団体等に対して、脱炭素経営の必要性や進め方、広め方、メリット等について効果的、効率的に伝えるための工夫を記載してください。



６　その他
	※　その他、本事業の趣旨を踏まえ、付加価値や成果の高まりが期待できる提案者独自の追加提案等があれば記載してください。




（備考）

・各提案項目について、その内容に応じて、適宜、枠やページの拡大等を行うこと。
・必要に応じて、図表、イラスト等を用いて分かりやすく記載すること。

（様式４は任意様式での提出も可）
（様式５）

経費積算書

	項　　　目
	品名（作業名・内容・仕様）
	数量
	単位
	単　価
	金　額

	 １ 人件費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	２ 直接経費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	３ その他原価
	
	
	
	
	

	４ 一般管理費
	
	
	
	
	

	
	合　　計
	

	
	消費税（10％）
	

	
	総　　合　　計
	


（備考）

・事業の実施に係る概算費用（見積額）を内訳が分かるように項目ごとに記載してください。
・委託費の限度額は14,900,000円（税込み（税率10％））とし、主な項目は以下のとおりとする。

１　人件費
　　・本業務に係る人件費
２　物件費
　　・交通費、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費、その他本業務の実施に必要な物件費
・必要に応じて欄を追加、修正してください。
・実績件数に応じて、支払額を減額することがあります。
企画提案書









